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第２節　安全で安心な暮らしを地域で支えあうまち　－安心づくり－
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第３節　環境と調和した生活しやすいまち　－快適づくり－
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3-5 快適な市民生活を支える汚水処理の推進
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２　事務事業の概要・活動実績

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

差引

差引

収益的支出（A)

当年度純利益(又は純損失）

252,640

△ 52,726

66,350

13,624

△ 3,414

△ 4,366

千円

千円

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和2年度（予算）

千円

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

【工事請負費】板城地区農業集落排水管更生等改築工事（板01-1） 48,421,000 円

- ％

千円 - 千円

人件費/総事業費 1.58 ％ 1.65 ％ 1.78 ％

総事業費(A)+(B) 318,990 千円 329,729 千円 336,603

1.00 1.00

臨時職員 - - - -

-

-
5,9785,053 千円

1.00

5,454 千円

1.00

嘱託職員 - - -
-千円

-

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　１　下水道経営の健全化
　　　　　・下水道事業経営戦略により計画的な経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図る。

　　　　　・処理場、マンホールポンプ等の適正な運転・維持管理を行うとともに、維持管理費の抑制
　　　　　を図る。
　　　　　・使用料等の効率的な賦課徴収事務と早期の滞納整理により、収納率の向上を図る。
　　　　　・排水設備工事に係る事務を行うとともに、下水道の普及促進を図る。
　　　　【収益的支出　８２,１３６千円】
　　　　 （1）処理場管理（74,201千円）
　　　　 （2）管渠・ポンプ場管理（5,656千円）
　　　　 （3）使用料徴収事務委託（2,279千円）
　　　　【資本的支出　６００千円】
　　　　 （4）水洗便所改造資金貸付金（600千円）
　
　　　２　計画的、効率的な施設の建設と更新
　　　　　・ストックマネジメント計画に基づき下水道施設の健全化を図る。
　　　　【資本的支出　３２,０６８千円】
　　　　 （1）志和堀地区農業集落排水処理施設事業計画策定（5,268千円）
　　　 　（2）板城地区農業集落排水管更生等改築工事(板01-1)（26,800千円）

３　コスト情報

225,719 千円

千円 千円

千円

千円 千円

248,274

う
ち
人
件
費

人件費合計 1.00

千円

千円

千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 1.00

千円

千円

75,876

124,244

228,937

△ 3,218

△ 2,990

52,469

100,792

212,359

資本的収入

資本的支出（B)

千円

千円

千円

所　属 下水道部　下水道管理課、下水道施設課 総合計画施策体系 5

根拠法令
浄化槽法、東広島市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例
東広島市水洗便所改造資金貸付条例

目　的
（何のために）

　農業振興地域における生活排水を処理し、農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維
持及び農村生活環境の改善を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

千円

209,744 千円 215,111千円

事務事業名 農業集落排水事業 混在

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 305 5 新規・継続 継続

下水道事業会計

収益的収支

△ 48,368

220,180

△ 5,069

0

115,251

152,551

△ 37,300

令和 元 年度 事務事業シート 評価

千円

千円

△ 48,323

千円

千円

千円

千円

　農業集落排水処理区域内の住民等
　志和堀地区、板城地区、保田地区、大内原地区

△ 2,615

△ 2,143千円 千円

板城農集の陶管クラック状況

経営分析指標 元年度（決算）

経常収支比率　＝（経常収益／経常費用）×100 97.9%

経費回収率　＝（下水道使用料／汚水処理費（公費負担分を除く））×100 56.1%
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-

A

B

C

D

E

民間活力の活用

他の自治体と比較し、単位当たりコ
ストが高い。

　東広島市汚水適正処理構想に基づき実施している。

　経営分析における類型平均と比較して汚水処理原価（維持管理費）が高い。

あまり変化はない。 　高齢化、人口減少等の影響を受け普及が低迷している。

評価分析

　他地域で未接続のアパート等の所有者への普及活動を優先したため、農業集落排水を実施できな
かった。新規接続は５戸に留まり目標をやや下回った。

評　　価 判断理由・評価コメント

削減 同じ

今後の方向性

　下水道サービスの持続的・安定的な提供に向けて、不明水対策をはじめとする維持管理費の縮減に
努めるとともに普及促進を図り経営基盤を強化していく。

単位当たりコスト
の妥当性

類似した事務事業がある。

負担割合の適正度

施策への貢献度

概ね、民間委託等へ切替済

今後も最も重要であり、高い貢献度
を持つと判断される。

　汚水処理施設の維持管理等については、民間委託している。

　市民の生活環境改善、公共用水域の水質保全を図るための重要な事業であ
る。

一部、削減の余地がある。

概ね適正な負担割合である。

　汚水処理施設の維持管理費の削減に努める必要がある。

　経営分析における類型平均と比較して使用料単価は概ね適正である。
効
率
性

コスト削減の余地

必
要
性

市の関与の妥当性 市が実施すべきである。 　農業集落排水事業は、市が実施すべき事業である。

有
効
性

類似事業の有無

市民ニーズの傾向

５　事務事業の評価

成果指標
（目標達成状況等）

区分 評価項目

６　課題及び今後の方向性

課　題

　経営分析において、汚水処理原価（維持管理費）が類型団体と比較して高い状況にあり、下水道
サービスを持続的・安定的に提供していくため、維持管理費の縮減を図る必要がある。また、未接続に
対する普及をより一層、促進する必要がある。

総合評価
○

成
果
の
達
成
度

目標以上

概ね目標達成

C

　直接訪問による普及活動を行うことができず、また、
高齢化や人口減少等の社会情勢の変化により困難
な状況にある中、新規継続が目標値をやや下回る結
果となった。
　なお、経営面では経常収支比率及び経費回収率
が、いずれも100％を下回っていることから、維持管理
費の縮減など経営改善を図る必要がある。 区　分

目標をやや下回る

増額

コスト投入状況

成果上がらず

（実績値）（目標値）

目標を大幅に下回る

【成果指標名】

新規接続戸数

達成率

50.0%

R1年度H29年度 H30年度
単位

219.14

（実績値） （実績値）

戸 12 4 510

224.21

成果目標
（指標設定理由、

計算式、
数値上では現れ
にくい成果）

４　指標 事務事業番号 305 5 事務事業名

単位当たりコスト
（人件費を含む事業費/

対象・活動指標）

使用料単価※Ｈ30類型平均158.06

（使用料収入/年間有収水量）
円/ｍ3 218.74

399.95

　普及促進活動の直接的な成果である新規下水道接続戸数を指標とする。

活動・結果
指　標

【活動・結果指標名】 単位 H29年度（実績） H30年度（実績） R1年度（実績）

汚水処理原価（維持管理費）/※Ｈ30類型平均228.70

（汚水処理費（維持管理費）/年間有収水量）
円/ｍ3 514.71 408.12

普及促進活動対象戸数 戸 54 0

農業集落排水事業

0
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

千円

R1年度予算のうち
R2年度に繰越した

事業費

― 円

人件費/総事業費 10.66 ％ 11.97 ％ 12.03 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 45,546 千円 44,217 千円 50,324 千円 - 千円

人
役
内
訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

千円
う
ち
人
件
費

人件費合計 1.00

4,856 千円

1.00

5,292 千円

1.00

-

嘱託職員 - - - -
6,055 -千円

-

臨時職員 - - - -

千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円

△ 235 △ 77

-

-

資本的収入

資本的支出（B)

-

-

-

千円

45,546

124

千円 千円

45,670 千円 44,145 千円

44,217

△ 72千円 千円

３　コスト情報
平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算） 令和２年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　今後は設備の老朽化が進行するため、適切な維持管理と計画的な施設更新または処理水量に応じ
た処理施設の最適化を進めていく。黒瀬地区工業団地については、将来的に公共下水道の黒瀬処理
区へ統合することとする。

44,560 千円 50,427 千円

対　象
（誰・何を対象に）

市が管理する産業団地の汚水処理施設（原地区、志和流通、黒瀬地区）

事業の概要
及び

R1活動実績

　　　下水道経営の健全化
　　　　　・産業団地汚水処理施設の適正な運転・維持管理を行うとともに、維持管理費の抑制を図る。
　　　　【収益的支出　２１,２６１千円】
　　　　　産業団地の汚水処理施設の使用料の徴収事務、及び適正な運転管理・維持修繕を行った。
　　　　(1)　原地区工業団地汚水処理施設管理（2,220千円）
　　　　　　　　処理開始：H2年12月 　処理水量（日平均）：0.9ｍ3/日    管路延長：0.6km
　　　　(2)　志和流通団地汚水処理施設管理（12,151千円）
　　　　　　　　処理開始：H9年2月   　処理水量（日平均）：40ｍ3/日  管路延長：6.2km
　　　　(3)　黒瀬地区工業団地汚水処理施設管理（6,799千円）
　　　　　　　　処理開始：H7年4月　   処理水量（日平均）：31ｍ3/日  管路延長：1.9km
　　　　(4）　使用料徴収事務委託（91千円）

事務事業名 産業団地汚水処理施設事業 混在下水道事業会計

根拠法令 浄化槽法、東広島市産業団地汚水処理施設設置及び管理条例

目　的
（何のために）

産業団地の汚水処理施設の適正な維持管理を行い、公共用水域の水質保全を図る。

収益的支出（A)

差引

収益的収入

当年度純利益（又は純損失）

差引

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 305 6 新規・継続 継続

【簡易版】 令和 元 年度 事務事業シート 評価

所　属 下水道部　下水道管理課、下水道施設課 総合計画施策体系 5

-

千円

千円

44,763

△ 203

△ 111

5,561

5,561

0

千円

千円

51,406

△ 979

-

-

-

-

千円

千円

千円 千円

千円 千円
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